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高齢化関係



平成14年推計値（日本の将来人口推計）実績値（国勢調査）

１．人口の推移

我が国の総人口は2004年にピークを迎え、今後減少する。
20～64歳人口は1999年から減少が始まっており、2030年には54．9%となる。
一方、高齢者人口は増加を続け、2005年に20．1%である高齢化率は、2030年には

29．6％に達すると予測される。
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資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）中位推計」
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【資料】2005年は総務省統計局「国勢調査」、2015年・2025年は国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」（平成14年3月推計）

２．都道府県別高齢化率の推移

都道府県別では、2005年には高齢化率20％以下が14都府県見られるが、2015年には、
沖縄県を除く46都道府県で高齢化率20％を超え、2025年には25%を超えるのが45都道府
県、30%を超える県が28道県に達すると予測される。

65歳以上人口（2005年）

65歳以上人口（2015年）

65歳以上人口（2025年）

２０２５年の高齢化率上位６県
65歳以上人口
割合(2005年)

65歳以上人口
割合(2015年)

65歳以上人口
割合(2025年)

秋田県 26.9 31.2 35.4
山口県 25.0 31.0 33.9
高知県 25.9 30.8 33.2
大分県 24.2 29.5 33.2
島根県 27.1 30.6 33.1
長崎県 23.6 28.3 33.1
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２０２５年度高齢者数

２００５年度高齢者数

全国平均
546,213人（2005年度）
738,872人（2025年度）

単位：人

【資料】
２005年の高齢者人口については、総務省統計局「平成１７年国勢調査第１次基本集計（確定値）」
2025年の高齢者人口については、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成１４年３月推計）」

３．都道府県別高齢者数の増加状況

高齢者人口は、今後20年間、首都圏を始めとする都市部を中心に増加し、高齢者への

介護サービス量の増加が見込まれるとともに、高齢者の「住まい」の問題等への対応が不
可欠になる。
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４．高齢者が属している世帯の推移

高齢化の進展に伴い、高齢者が属している世帯も増加している。特に、単身世帯及び

夫婦のみ世帯の増加が著しい。

【資料】総務省統計局「国勢調査」（平成１７年）

386 .5  万世帯

303 .2  万世帯

220 .2  万世帯

477 .9  万世帯

397 .7  万世帯

304 .2  万世帯

800 .5  万世帯

754 .6  万世帯

709 .5  万世帯

55 .6  万世帯

48 .9  万世帯

44 .2  万世帯

平成１７年

平成１２年

平成　７年

1,720.4万世帯

1,278.0万世帯

1,504.5万世帯

単身世帯 夫婦のみ世帯 子供等と同居している世帯 その他の世帯

平成17年

（詳細）

女281.4

　　　万世帯

（16.4％）

男105.1万世帯

（6.1％）

いずれかが65歳以上

119.2万世帯

（6.9％）

夫婦とも65歳以上

358.7万世帯

（20.8％）

未婚の子供等

と同居して

いる世帯

363.6

　　万世帯

（21.1％）

子供夫婦等

と同居して

いる世帯

436.9

万世帯

（25.4％）

(22.5%) (27.8%) (46.5%) (3.2%)

(20.2%) (26.4%) (50.2%) (3.3%)

(17.2%) (23.8%) (55.5%) (3.5%)

その他の世帯

55.6万世帯

（3.2％）
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５．単身高齢者の推移

高齢者の一人暮らし世帯の数は、2025年には2005年の1．7倍になり、高齢者人口に
占める割合も19．6%に達する。
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742
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1,997 2,241
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1,313
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881
1,181

1,623

4,709

3,865

3,032

2,202

5,664

6,801

6,354

実績値 推計値

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」、「日本の将来推計人口」

高齢者人口に
占める割合
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６． 65歳以上人口に占める認定者数、各国の介護施設・ケア付き高齢者住宅の割合

○要介護度別認定者割合
2.3% 5.2% 2.5% 2.2% 2.0% 1.8%

16.8%

８．３％ ８．５％

○各国の高齢者の居住状況（定員の比率）（全高齢者における介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合）

出典）平成18年5月 介護保険事業状況報告

※１
(0.9%)

ナーシングホーム、
グループホーム等

（4.2%）

日本 (2005)

プライエム等
（2.5%）

プライエボーリ・エルダボーリ等
(8.1％)

英国 (2001）※５

スウェーデン（2005）※３

デンマーク (2006）※４

米国 (2000) ※６

介護保険３施設等

※2 (3.5%)

ケアホーム
(3.7%)

ナーシング・ホーム
(4.0%)

シェルタードハウジング
(8.0%)

ｱｼｽﾃｯﾄﾞ
ﾘﾋﾞﾝｸﾞ等

(2.2%)

4.4%

11.7%

6.5%

10.7%

6.2%

経過的

要介護
要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護

４

要介護

５

要
支
援
1

要
支
援
２

0.4%

0.4%

※１ シルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム及び軽費老人ホーム(軽費老人ホームは2004年)。
※２ 介護保険３施設及びグループホーム

※３ Sweden Socialstyrelsen（スウェーデン社会省）聞き取り調査時の配布資料（2006）

※４ Denmark Socialministeriet（デンマーク社会省）聞き取り調査時の配布資料（ 2006）

※５ Elderly Accommodation Counsel （2004） 「the older population」
※６ 医療経済研究機構「米国医療関連データ集」（2005）

サービスハウス等
（2.3%）

※制度上の区分は明確ではなく、

類型間の差異は小さい。
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７．高齢者世帯の住宅の所有関係

【資料】 総務省統計局「国勢調査（平成１７年）」

83.9

86.8

66.0 9.4

4.6

4.7

2.9

1.9

1.7

21.5

6.3

9.3

0.3

0.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢単身世帯

（n=3,782,980）

高齢夫婦世帯

（n=4,451,494）

高齢者のいる世帯

（n=17,062,178）

持ち家世帯

公営の借家世帯

都市機構・公社の借家世帯

民営の借家世帯

給与住宅世帯

高齢者のいる世帯及び高齢夫婦世帯の持ち家率は８割を超える一方、高齢単身

世帯の持ち家率は６割台に止まり、借家に居住する割合が高い。

・高齢者のいる世帯
…65歳以上の者がいる世帯

・高齢夫婦世帯
…夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦１組

の世帯（他の世帯員がいないもの）

・高齢単身世帯

… 65歳以上の者一人のみの世帯（他

の世帯員がいないもの）
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８．高齢者世帯の住宅の一人当たり延べ面積

どの高齢者世帯においても、持ち家が最も一人当たり延べ面積が大きく、また、

どの所有関係で見ても、高齢単身世帯の方が一人当たり延べ面積は大きい。

45.4
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）

【資料】 総務省統計局「国勢調査（平成１７年）」
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60 .7

81 .3

80 .0

3 .3

3 .1

6 .4 32 .7

15 .5

16 .6

0 .2

0 .1

0 .2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢単身世帯
（n=3,782,980）

高齢夫婦世帯
（n=4,451,494）

高齢者のいる世帯
（n=17,062,178）

一戸建

長屋建

共同住宅

その他

９．高齢者世帯の住宅の建て方

【資料】 総務省統計局「国勢調査（平成１７年）」

高齢者のいる世帯及び高齢夫婦世帯は、約８割が一戸建てに居住している一方、

高齢単身世帯では、一戸建ては約６割で、約３割が共同住宅に居住している。
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１０．高齢者のいる世帯の居住する住宅の建築時期

【資料】 総務省「住宅・土地統計調査 」（平成１５年）

65歳以上の世帯員のいる世帯の約３割が、昭和45年以前に建築された住宅に

居住している。

16.4

8.0

16.0

10.0

26.5

21.4

11.7

12.2

9.9

13.6

8.1

13.3

8.5

15.3

2.8

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

世帯全体
（n=44,664,800）

65歳以上の世帯員の
いる世帯

（n=16,129,700）

　    昭　和 35
年　以　前

      昭和36年
～     45年

      昭和46年
～     55年

      昭和56年
～ 　　60年

      昭和61年
～ 平成２年

　    平成３年
～ 　　７年

    　平成８年
～ 　　12年

    　平成13年
～ 　　15年９月
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１１．高齢者の居住意向

自分の身体が虚弱化したときの住まいの希望について見ると、現在の住居にその

まま住み続けたいとするものが多く、現在の住宅を改造し住みやすくするものを合わ
せると約６割を占める。一方で、特別養護老人ホーム、ケア付き住宅、有料老人ホー
ムなどの施設への入居を希望するものも増えている。

〈自分の身体が虚弱化したときの住まいをどのようにしたいと思うか（複数回答）〉

0.6

19.0

2.5

1.2

3.0

5.8

5.9

11.6

21.4

36.3

0.5

1.9

2.7

6.0

8.0

10.8

17.9

10.6

37.9

24.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

無回答

わからない

その他

民間のケア付き住宅に入居する

介護を受けられる民間の有料老人ホームなどの施設に入居する
（*２）

子供や親戚などの家に移って世話をしてもらう

公的なケア付き住宅に入居する

介護を受けられる公的な特別養護老人ホーム
などの施設に入居する

（*１）

現在の住宅を改造し住みやすくする

現在の住居に、特に改造などはせずそのまま住み続けたい

平成17年

平成13年

（％）

総数（Ｎ=1，886）

総数（Ｎ=2，226）

（*1）平成13年は「介護専門の公的な特別養護老人ホームなどの施設に入居する」
（*2）平成13年は「介護専門の民間の有料老人ホームなどの施設に入居する」 【資料】 内閣府 「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査（平成17年度）」
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53.8

54.8

30.1

10.8

11.2

19.3

6.1

7.4

13.4

11.6

12.5

3.4

2.5

6.6

0.4

0.1

0.4

4.7 3.3

3.4

5.7

0.6

0.5

1.6

16.4

9.9

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般世帯

(n=1,091)

夫婦のみ世帯

（n=873）

一人暮らし世帯

(n=792)

現在の自宅

子どもの家

兄弟姉妹など親族の家

特別養護老人ホームなどの老
人福祉施設
老人保健施設

病院などの医療施設

有料老人ホームなど介護機能
のある民間の施設又は住宅
その他

わからない

※一人暮らし世帯…６５歳以上の者１人のみの世帯
夫婦のみ世帯…夫婦とも６５歳以上で夫婦のみの世帯
一般世帯…特に属性を限定しない世帯の６５歳以上の男女（一人暮らし世帯及び夫婦のみ世帯を含む。）

１２．介護の場所の希望

介護が必要となった場合に介護を受けたい場所については、高齢者夫婦のみ

世帯及び一般世帯では、過半数が現在の自宅であるのに対し、高齢者の一人暮
らし世帯で現在の自宅を希望する者は３割に止まり、老人福祉施設、老人保健施
設及び医療施設を希望する者が約４割となっている、

〈仮に身体が虚弱になって、日常生活を送る上で介護を必要とするようになった場合、
介護を受けたい場所について〉

【資料】 内閣府 「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査（平成17年度）」
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